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土木工事特記仕様書（令和3年5月1日以降適用）

（土木工事共通仕様書の適用）

第１条 本工事は，「徳島県土木工事共通仕様書 平成28年7月」に基づき実施しなければ

ならない。なお，「徳島県土木工事共通仕様書」に定めのないもので，機械工事の施工

にあっては「機械工事共通仕様書（案）」（国土交通省総合政策局公共事業企画調整課），

電気通信設備工事にあっては「電気通信設備工事共通仕様書」（国土交通省大臣官房技

術調査課電気通信室）に基づき実施しなければならない。

２ ただし，共通仕様書の各章における「適用すべき諸基準」で示された示方書，指針，

便覧等は改定された最新のものとする。なお，工事途中で改定された場合はこの限り

でない。

（土木工事共通仕様書に対する変更仕様事項）

第２条 「徳島県土木工事共通仕様書 平成28年7月」に対する【変更】及び【追加】仕

様事項は，次のとおりとする。

（共通仕様書の読み替え）【変更】

「徳島県土木工事共通仕様書 平成28年7月」の「第1編共通編」において，「7日以内」，

「5日以内」，「7日まで」とあるのは「土曜日，日曜日，祝日等を除き10日以内」と，「翌

月5日」とあるのは「翌月10日」と，それぞれ読み替えるものとする。また，「1-1-1-5

施工計画書」において，「請負対象金額」とあるのは「当初請負対象金額」に，「1-1-

1-14 土木施工管理技術検定制度等の活用」において，「建設機械施工」とあるのは「建

設機械施工管理」に，「農業土木」とあるのは「農業土木又は農業農村工学」に，「1-1

-1-15 現場代理人及び主任技術者等 4.低入札技術者」において，「主任技術者又は監理

技術者」とあるのは「主任技術者，監理技術者又は監理技術者補佐」に，「1-1-1-34 工

事関係者に対する措置要求」において，「主任技術者（監理技術者）」とあるのは「主任

技術者（監理技術者），監理技術者補佐」に，「1-1-1-35 工事中の安全確保」において，

「土木工事安全施工技術指針（国土交通大臣官房技術審議官通達，平成21年3月31日）」

とあるのは，「土木工事安全施工技術指針（国土交通大臣官房技術審議官，令和3年3月

25日）」に，「建設事務次官通達，平成5年1月12日」とあるのは「国土交通省告示第496号」

に，「2-1-3-1県内産資材の原則使用」において，「請負代金額」とあるのは「当初請負代

金額」と読み替えるものとする。

「徳島県土木工事共通仕様書 平成28年7月」において，「約款第21条」とあるのは「約

款第22条」と，「第21条」とあるのは「第22条」と，「約款第22条第1項」とあるのは「約

款第23条第1項」と，「約款第23条」とあるのは「約款第24条」と，「約款第23条第2項」

とあるのは「約款第24条第2項」と，「約款第26条」とあるのは「約款第27条」と，「約款

第28条」とあるのは「約款第29条」と，「約款第29条」とあるのは「約款第30条」と，「約

款第29条第1項」とあるのは「約款第30条第1項」と，「約款第29条第2項」とあるのは「約

款第30条第2項」と，「約款第31条」とあるのは「約款第32条」と，「約款第31条第2項」

とあるのは「約款第32条第2項」と，「約款第33条」とあるのは「約款第34条」と，「約款

第34条」とあるのは「約款第35条」と，「約款第37条」とあるのは「約款第38条」と，「約

款第37条第2項」とあるのは「約款第38条第2項」と，「約款第37条第3項」とあるのは「約

款第38条第3項」と，「約款第38条第1項」とあるのは「約款第39条第1項」と，「約款第

41条第2項」とあるのは「約款第54条」と，「第43条第2項」とあるのは「第44条第3項」

とそれぞれ読み替えるものとする。

（工事実績データの登録）【変更】

1-1-1-6 工事実績データの登録

受注者は，請負代金額が 500万円以上の工事については受注・変更・しゅん工・訂正
時に，工事実績情報サービス（コリンズ）に基づき，工事実績情報として「登録のため
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の確認のお願い」を作成し監督員の確認を受けた上，受注時は契約後，土曜日，日曜日，

祝日等を除き 10日以内に，登録内容の変更時は変更があった日から土曜日，日曜日，
祝日等を除き 10日以内に，しゅん工時は工事しゅん工承認後，土曜日，日曜日，祝日
等を除き 10日以内に，訂正時は適宜登録機関に登録をしなければならない。
なお，変更登録は，工期，技術者に変更が生じた場合に行うものとし，請負代金額の

みの変更の場合は，原則として登録を必要としない。

また，登録機関発行の「登録内容確認書」が受注者に届いた際には，速やかに監督員

に提示しなければならない。

なお，変更時としゅん工時の間が 10 日間に満たない場合は，変更時の提示を省略で
きる。

（現場代理人及び主任技術者等）【変更】【追加】

1-1-1-15 現場代理人及び主任技術者等

3.名札の着用

受注者は，当該工事の現場代理人，主任技術者，監理技術者及び監理技術者補佐に，

氏名，会社名，工事名及び顔写真の入った名札を着用させなければならない。名札は，

図1-1-1を標準とする。（監理技術者補佐は，建設業法第26条第3項ただし書に規定する

者をいう。）

5.監理技術者補佐

受注者は，監理技術者を複数の工事現場で兼務させる場合は，主任技術者，監理技

術者及び低入札技術者とは別に，監理技術者補佐を専任させなければならない。

なお，監理技術者補佐は，受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある者で，当該

工事に関し建設業法第7条第2号イ，ロ又はハに該当する者のうち一級の技術検定の第

一次検定に合格した者又は建設業法第15条第2号イ，ロ又はハに該当する者でなければ

ならない。

また，監理技術者補佐については，「監理技術者補佐選任通知書」を，落札候補者と

なった時点で契約事務担当者へ，工事途中に監理技術者補佐を設置して当該監理技術

者を他工事と兼務させる場合，その変更する日から土曜日，日曜日，祝日等を除き10

日以内に監督員へ提出し，確認を受けなければならない。また，選任通知書には技術

者取得資格証明書又は実務経験証明書を添付するとともに，雇用関係が確認できるも

の（健康保険証等）を提示しなければならない。内容を変更しようとする場合は，第1

項（1）を準用するものとする。

6.技術者等の配置

受注者は，一般競争入札及び条件付一般競争入札（総合評価落札方式）対象工事に

おいて，入札前に入札参加資格確認資料として提出した配置予定技術者を，当該工事

の技術者として配置しなければならない。

また，現場代理人，主任技術者，監理技術者，監理技術者補佐及び低入札技術者は，

死亡，傷病又は退職等真にやむを得ない場合等を除いて変更することはできない。た

だし，やむを得ず変更する場合には，当該入札参加条件に適合した者を選任し，再度

審査を受けた後，配置しなければならない。

7.「現場代理人及び主任技術者等設置マニュアル」の適用

受注者は，上記1～6のほか，現場代理人及び主任技術者等に関する取扱い（通知方

法，雇用関係，現場代理人の常駐，主任技術者等の専任，他工事との兼務，途中交代

等）は，「現場代理人及び主任技術者等設置マニュアル」によらなければならない。

（トラック（クレーン装置付）における上空施設への接触事故防止装置の使用）【変更】

1-1-1-35 工事中の安全確保

7.トラック（クレーン装置付）における上空施設への接触事故防止装置の使用

受注者は，トラック（クレーン装置付）を使用する場合は，上空施設への接触事故防

止装置（ブームの格納忘れを防止（警報）する装置又はブームの高さを制限する装置）



- 3 -

付きの車両を原則使用しなければならない。なお，令和３年度末までは経過措置期間と

するが，この期間においても使用に努めなければならない。

（建設副産物）【変更】【追加】

1-1-1-23 建設副産物

4.再生資源利用計画

受注者は，資源の有効な利用の促進に関する法律（以下「資源有効利用促進法」とい

う。）に基づく建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準とな

るべき事項を定める省令（H3.10.25建設省令第19号）第8条で規定される工事，又は建

設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）施行令第 2条で規定
される工事（以下「一定規模以上の工事」という。）において，コンクリート（二次製

品を含む。），土砂，砕石，加熱アスファルト混合物又は木材を工事現場に搬入する場

合には，（一財）日本建設情報総合センターの建設副産物情報交換システム（以下「Ｃ

ＯＢＲＩＳ」という。）により再生資源利用計画書を作成し，監督員の確認を受けなけ

ればならない。

5.再生資源利用促進計画

受注者は，資源有効利用促進法に基づく建設業に属する事業を行う者の指定副産物

に係る再生資源の利用の促進に関する判断の基準となるべき事項を定める省令（H3.10.

25建設省令第20号）第7条で規定される工事，又は一定規模以上の工事において，建設

発生土，コンクリート塊，アスファルト・コンクリート塊，建設発生木材，建設汚泥又

は建設混合廃棄物を工事現場から搬出する場合には，ＣＯＢＲＩＳにより再生資源利用

促進計画書を作成し，監督員の確認を受けなければならない。

6.実施書の提出

受注者は，再生資源利用計画書及び再生資源利用促進計画書を作成した場合には，工

事完了後速やかにＣＯＢＲＩＳにより再生資源利用実施書及び再生資源利用促進実施書

を作成し，監督員に提出しなければならない。

7.ＣＯＢＲＩＳの入力方法

受注者は，ＣＯＢＲＩＳの入力において，資材の供給元及び搬出する副産物の搬出先

について，その施設名，施設の種類及び住所を必ず入力しなければならない。ただし，

バージン材を使用する生コンクリート及び購入土を除くものとする。

8.舗装版切断に伴い発生する排水の処理等

受注者は，舗装版の切断作業を行う場合，切断機械から発生する排水は，排水吸引機

能を有する切断機等により回収し，回収した排水については，廃棄物の処理及び清掃に

関する法律に基づき，適正に処理しなければならない。

9.建設リサイクル法通知済証の掲示

受注者は，一定規模以上の工事においては，工事現場の公衆の見やすい場所に工事着

手日までに「建設リサイクル法通知済証」を掲示し，工事しゅん工検査が終了するまで

存置しておかなければならない。また，「建設リサイクル法通知済証」掲示後の全景の

写真は，電子納品の対象書類とし，「徳島県電子納品運用ガイドライン【土木工事編】」

に基づき提出することとする。なお，「建設リサイクル法通知済証」は契約締結後から

工事着手日までの期間に発注者から支給することとする。

（徳島県認定リサイクル製品の使用）【変更】

1-1-1-39 環境対策

9.環境物品等の使用

受注者は，資材，工法，建設機械又は目的物の使用にあたっては，国等による環境物

品等の調達等に関する法律第10条の規定に基づく「徳島県グリーン調達等推進方針」で

定める重点調達品目及び「徳島県リサイクル認定制度」に基づく徳島県認定リサイク

ル製品の使用を積極的に推進するものとし，その調達実績の集計結果を監督員に提出

することができる。なお，重点調達品目を使用する場合には，原則として，判断の基

準を満たすものを使用するものとする。
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（工場の選定）【変更】

1-3-3-2 工場の選定

1.一般事項

受注者は，レディーミクストコンクリートを用いる場合の工場選定は以下による。

（1）JIS マーク表示認証製品を製造している工場（工業標準化法の一部を改正する法
律に基づき国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関）により製品に JIS マ
ーク表示する認証を受けた製品を製造している工場）で，かつ，コンクリートの製

造，施工，試験，検査及び管理などの技術的業務を実施する能力のある技術者（コ

ンクリート主任技士等）が常駐しており，配合設計及び品質管理等を適切に実施で

きる工場（全国生コンクリート品質管理監査会議の策定した統一監査基準に基づく

監査に合格した工場（以下，「マル適マーク使用承認工場」という。）等）から選定

しなければならない。受注者は，選定した工場がマル適マーク使用承認工場である

場合，品質管理監査合格証の写しを使用前に監督員に提出しなければならない。

（当初未確定な部分の施工計画書）【追加】

1-1-1-5 施工計画書

4.当初未確定な部分の施工計画書

受注者は，工事着手日（設計図書に定めのある場合を除き，特別の事情がない限り，

工事開始日以降３０日以内）までに未確定な部分（施工方法等の詳細が定まっていない

場合等）の施工計画書は作成せず，詳細が確定した段階で，当該部分の施工計画書を作

成し，監督員に提出することができるものとする。

（県内産資材の原則利用）【変更】

2-1-3-1 県内産資材の原則使用

3.建設資材使用実績報告書（削除）

（土木工事施工管理基準に対する変更仕様事項）

第３条 「徳島県土木工事施工管理基準 平成28年7月」に対する【変更】仕様事項は，

次のとおりとする。

（写真管理基準）【変更】

４.写真の省略

工事写真は次の場合は省略できるものとする。

（1）品質管理写真について，公的機関で実施された品質証明書を保管整備できる場合は，
撮影を省略できるものとする。

（2）出来形管理写真について，完成後測定可能な部分については，出来形管理状況（形
状寸数量）のわかる写真を細別ごとに 1回撮影し，後は撮影を省略できるものとする。

（3）監督員，監督補助員または現場技術員が臨場して段階確認した箇所は，出来形管
写真の撮影を省略する。臨場時の状況写真は不要。

（工事成績評定の選択制）

第４条 当初請負額が 500万円以上 3,000万円未満の価格競争により発注する請負工事
は，別に定める「工事における成績評定の選択制の取扱い（試行）」を適用する。

２ 前項の対象工事の受注者は，契約時，評定の実施の意向について，「工事成績評定に

関する意向確認書」（以下，「意向確認書」という。）を発注者契約担当に提出しなけれ

ばならない。

３ 受注者は，工事成績が格付を定める場合の主観点数の算定及び総合評価落札方式の評

価項目等に活用されていることを踏まえ，工事成績評定の選択を適切に判断の上，意向

確認書を提出するものとする。

４ 施工途中の評定の意向変更は原則認めないこととする。ただし，成績評定を希望し

た場合において，しゅん工時，契約変更により請負額が 500万円未満となった場合は，
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評定は行わないものとする。

工事における成績評定の選択制の取扱い（試行）

徳島県 HP https://www.pref.tokushima.lg.jp/jigyoshanokata/kendozukuri/kensetsu/5037327/

（第三者機関による品質証明）

第５条 受注者は，東洋ゴム化工品株式会社及びニッタ化工品株式会社で製造された製

品や材料を用いる場合は，契約時点で第三者機関による品質を証明する書類を提出し

なければならない。

（１日未満で完了する作業の積算）

第６条 「１日未満で完了する作業の積算」（以下，「１日未満積算基準」と言う。）は，

変更積算のみに適用する。

２ 受注者は，徳島県土木工事標準積算基準書Ⅰ-12-①-1 ～Ⅰ-12-①-6 に記載の施工パッ
ケージ型積算基準と乖離があった場合に，１日未満積算基準の適用について協議の発議

を行うことができる。

３ 同一作業員の作業が他工種・細別の作業と組合せで１日作業となる場合には，１日未

満積算基準は適用しないものとする。

４ 受注者は，協議にあたって，１日未満積算基準に該当することを示す書面その他協議

に必要となる根拠資料（日報，実際の費用がわかる資料等）を監督員に提出すること。

実際の費用がわかる資料（見積書，契約書，請求書等）により，施工パッケージ型積算

基準との乖離が確認できない場合には，１日未満積算基準は適用しないものとする。

５ 通年維持工事，災害復旧工事等で人工精算する場合，「時間的制約を受ける公共土木

工事の積算」を適用して積算する場合等，１日未満積算基準以外の方法によることが適

当と判断される場合には，１日未満積算基準を適用しないものとする。

（デジタル工事写真の小黒板情報電子化）

第７条 受注者は，デジタル工事写真の小黒板情報電子化の実施を希望する場合は，監

督員の承諾を得たうえで，デジタル工事写真の小黒板情報電子化対象工事（以下，「対象

工事」という）とすることができる。

２ 対象工事は，下記ホームページ掲載の｢デジタル工事写真の小黒板情報電子化の運用に

ついて｣に記載された全ての内容を適用することとする。

徳島県 CALS/EC HP
｢デジタル工事写真の小黒板情報電子化の運用 について【県土整備部】｣

https://e-denshinyusatsu.pref.tokushima.lg.jp/cals/category/download/digitalkendo/

（建設現場の遠隔臨場の試行）

第８条 受注者は，建設現場の遠隔臨場の実施を希望する場合は，受発注者の協議によ

り，建設現場の遠隔臨場の試行対象工事（以下，「対象工事」という。）とすることがで

きる。

２ 対象工事は，下記ホームページ掲載の｢建設現場の遠隔臨場に関する試行要領につい

て｣に記載された全ての内容を適用することとする。

建設現場の遠隔臨場に関する試行要領

徳島県 HP https://www.pref.tokushima.lg.jp/jigyoshanokata/kendozukuri/kensetsu/5044437/
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（現場打ちの鉄筋コンクリート構造物におけるスランプ値の設定等）

第９条 現場打ちの鉄筋コンクリート構造物の施工にあたっては，「流動性を高めた現場

打ちコンクリートの活用に関するガイドライン（平成２９年３月）」を基本とし，構造

物の種類，部材の種類と大きさ，鋼材の配筋条件，コンクリートの運搬，打込み，締固

め等の作業条件を適切に考慮し，スランプ値を設定するものとする。ただし，一般的な

鉄筋コンクリート構造物においては，スランプ値は１２ｃｍとすることを標準とする。

２ 受注者は，設計図書のスランプ値の変更に際して，コンクリート標準示方書（施工編）

の「最小スランプの目安」等に基づき協議資料を作成し，監督員へ提出し協議するもの

とする。なお，品質確認方法については，監督員と協議するものとする。

（鉄筋コンクリートの適用すべき諸基準）

第１０条 徳島県土木工事共通仕様書の「第１編 共通編 第３章 無筋・鉄筋コンクリー

ト 第２節 適用すべき諸基準 １.適用規定」に定める基準類に「機械式鉄筋定着工法
の配筋設計ガイドライン」を加えることとする。

（熱中症対策に資する現場管理費の補正の試行）

第１１条 本工事は，日最高気温が３０度以上の真夏日の日数に応じて現場管理費の補正

を行う試行工事であり，別に定める「熱中症対策に資する現場管理費の補正の試行要領

（以下「試行要領」という。）」を適用する。

２ 施工箇所点在型の場合，点在する箇所毎に日最高気温が３０度以上の真夏日の日数に

応じて補正を行うことができるものとする。

３ 夜間工事の場合，作業時間帯の最高気温が３０度以上の真夏日を対象に補正を行うこ

とができるものとする。

４ 試行にあたり，気温の計測方法及び計測結果の報告方法について事前に監督員と協議

を行うものとする。

なお，計測方法は最寄りの気象庁公表の気象観測所の気温（日最高気温３０℃以上

対象）または環境省公表の観測地点の暑さ指数（WBGT）（日最高 WBGT ２５℃以上対
象）を用いることとする。

５ 熱中症のリスクを高めるおそれのある新型コロナウイルス対策（マスクやフェイスガ

ード等）を行った場合は，真夏日の定義を「日最高気温が２８度以上」と読み替えて対

応するものとする。

熱中症対策に質する現場管理費の補正の試行要領

徳島県 HP https://www.pref.tokushima.lg.jp/jigyoshanokata/kendozukuri/kensetsu/2009082402601

（仮設トイレの洋式化）

第１２条 受注者は，仮設トイレを設置する場合，原則として「快適トイレ」を設置し

なければならない。また，現場従事者に女性が含まれる場合は，原則として「女性専

用トイレ（快適トイレ）」を設置しなければならない。ただし，当初請負対象金額１千

万円未満は，洋式トイレとする。なお，特段の理由がある場合はこの限りでない。

２ 受注者は，仮設トイレを設置した場合，「仮設トイレ設置報告書」を監督員に提出し

なければならない。

・洋式トイレとは，和式トイレの便座部分を洋式化した仮設トイレのこと。

・快適トイレとは，洋式トイレのうち，防臭対策・施錠の強化などが実施された，

女性が利用しやすい仮設トイレのこと。
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（情報共有システム活用工事【発注者指定型】）

第１３条 本工事は，土木工事等において情報共有システムの活用を原則とする「情報

共有システム活用工事（発注者指定型）」の試行工事である。

２ 対象工事等は，次の URLにある「土木工事における情報共有システム活用試行要領」
を適用することとする。

徳島県 CALS/EC HP
「土木工事における情報共有システム活用試行要領」

https://e-denshinyusatsu.pref.tokushima.lg.jp/cals/category/download/jyouhoukyouyuu/

（担い手確保モデル工事【発注者指定型】）

第１４条 本工事は，建設工事の中長期的な担い手の確保等を目的とした「担い手確保

モデル工事（発注者指定型）」であり，別に定める「担い手確保モデル工事実施要領（以

下「実施要領」という。）」を適用する。

２ 本工事は，建設現場の週休２日を確保するために必要となる経費を当初設計金額に

計上しており，対象期間において週休２日が達成できなければ，請負代金額の変更に

よりこの経費を減額する。

担い手確保モデル工事実施要領

徳島県 HP https://www.pref.tokushima.lg.jp/jigyoshanokata/kendozukuri/kensetsu/5016115/

（本工事の特記仕様事項）

第１５条 本工事における特記仕様事項は，別添「特記仕様書」のとおりとする。



様式

設置数
（基）

基本料金
（円）

１ヶ月料金
（円）

設置期間
（月）

合計
（円）

和式トイレ × 　（ ＋ × 0.0 ） ＝ 0

洋式トイレ × 　（ ＋ × 0.0 ） ＝ 0

快適トイレ × 　（ ＋ × 0.0 ） ＝ 0

 ■ 設置期間 ～

 ■ レンタル会社

＜和式トイレの場合＞

 ■ 洋式化できなかった理由

７　監督員

＜発注者（監督員）が記入＞

仮設トイレ設置報告書

　次の工事において，仮設トイレを設置したので報告します。

１　工 事 名

２　受注者名

　令和　　年　　月　　日

　幅 　　　mm　×　奥行 　　　mm　×　高さ 　　　mm

　〔付加機能〕

３　現場代理人

４　提出年月日

５　設置した仮設トイレ

６　備　考

〔規　　　格〕



特記仕様書

（運用の範囲及び仕様書の遵守）

第１条 本仕様書は「Ｒ３徳土 正木ダム 上勝・正木他 警報局表示設備改良工事」（以下「本工事」

という。）に適用するものとし，本仕様書の内容に疑義を生じた場合は，監督員に仕様の確認を行うも

のとする。

なお，本仕様書に明記なき事項についても，設備の機能上具備すべきものについては当然これを充足

するものとする。

（工事概要）

第２条 本工事は，徳島県正木ダム放流警報局において，河川情報装置及び放流警報表示装置（以下「警

報局表示設備」という。）の設置，並びに装置設置に伴う既設機器の改造を行うものである。なお，設

置する装置及び対象警報局は次に掲げるとおりとする。

（１）河川情報装置（新設） 久国警報局，中角警報局，多家良警報局，田浦警報局，丈六

警報局，敷地警報局

（２）放流警報表示装置（新設） 正木ダム管理所，津田警報局

（３）放流警報表示装置（増設） 棚野警報局，久国警報局，星谷警報局，中角警報局，今山警

報局，長柱警報局，飯谷警報局，上沖野警報局，西原警報局，

向江田警報局，大原警報局，大江警報局

（工事施工場所）

第３条 工事の施工場所は次のとおりとする。

（１）正木ダム管理所 徳島県勝浦郡上勝町大字正木字藤の内１８－２

（２）棚野警報局 徳島県勝浦郡勝浦町大字棚野字西久保１８－３

（３）久国警報局 徳島県勝浦郡勝浦町大字久国字時安２６－１地先

（４）星谷警報局 徳島県勝浦郡勝浦町大字星谷字石田３７－８

（５）中角警報局 徳島県勝浦郡勝浦町大字中角字玉ノ木５－２

（６）今山警報局 徳島県勝浦郡勝浦町大字沼江字岐木３９－２

（７）長柱警報局 徳島県徳島市飯谷町上里４７－２

（８）飯谷警報局 徳島県徳島市飯谷町下里４６－５

（９）上沖野警報局 徳島県徳島市飯谷町下沖野４１－５

（１０）多家良警報局 徳島県徳島市多家良町野上１００－１

（１１）西原警報局 徳島県小松島市田浦町中西３－５

（１２）田浦警報局 徳島県小松島市田浦町広貞１２０－２

（１３）丈六警報局 徳島県徳島市丈六町森の木５７－４

（１４）敷地警報局 徳島県徳島市勝占町敷地地先

（１５）向江田警報局 徳島県小松島市江田町沖須賀４６番地先

（１６）大原警報局 徳島県徳島市大原町野上２３－６

（１７）大江警報局 徳島県徳島市論田町和太開１３９番地先

（１８）津田警報局 徳島県徳島市津田本町５－８１４－２

（１９）総合管理推進センター 徳島県徳島市新蔵町１－８６

（諸法令の遵守）

第４条 受注者は，本工事の施工にあたり，次に掲げる関係法令及び工事に関する諸法令を遵守するものと

し，その運営及び適用は，受注者の負担と責任において行うものとする。

（１）電気設備技術基準（経済産業省令）

（２）その他関係法令等

（図書の承諾）

第５条 受注者は，次に掲げる図書を指定期日までに提出し，機器の設計・製作及び検査を実施する前に



監督員の承諾を得なければならない。

（１）納入機器及び材料の仕様 設計完了後速やかに ２部

（２）工場試験成績書 試験完了後速やかに ２部

（３）立会検査要領書 検査予定１５日前までに ２部

（４）その他監督員が指示する図書 必要部数

（提出書類）

第６条 受注者は，次に掲げる図書を指定期日までに指定部数を提出しなければならない。

（１）検査及び試験記録（速報） 実施後速やかに １部

（２）工事打合せ議事録 実施後速やかに ２部

（３）完成図書 工事しゅん工検査請求日までに ２部

ア 完成図面（外形図，据付図，展開接続図及び施工図等）

イ 検査及び試験記録

ウ 取扱説明書，機器仕様書

エ 工事写真

オ その他，必要書類

（４）その他監督員が指示する図書 指示後速やかに 必要部数

（適用規格）

第７条 本工事における設計及び製作並びに材料等の品質規格は，設計図書に定めるもののほか，次に掲げ

る規格に適合したものとする。ただし，監督員が特に認めた場合はこの限りではない。

（１）日本産業規格（ＪＩＳ）

（２）電気学会電気規格調査会標準規格（ＪＥＣ）

（３）日本電機工業会規格（ＪＥＭ）

（４）国土交通省放流警報装置標準仕様書（国電通仕第２７号）

（５）その他関係規格，基準等

（システム構成）

第８条 放流警報設備回線構成図を図面第１号に，制御項目・伝送周波数一覧表を別表１に，監視情報一

覧表を別表２に示す。

（機器共通仕様）

第９条 各機器の仕様は，次の各号を満足するものとする。

（１）機器は使用条件を満足し，かつ，既設備と十分に協調のとれたものとするとともに，保守が容易で

耐久性に優れた信頼性の高いものでなければならない。

（２）各機器の製作にあたっては，耐震性を考慮しなければならない。また，混信等により，誤動作や動

作不良を生じないよう設計，製作を行うこと。

（３）製作完了後，工場内で諸試験を行い，不適当な箇所が発見された場合は，直ちに修正又は取替を行

い，支障のないことを十分確かめなければならない。

（４）各機器は地球環境を考慮し，できる限り将来リサイクル可能な材料を選定するとともに，設計にお

いて十分配慮しなければならない。

（５）機器の取付金具及び保守用品等は，別途明示するほかは機器に含むものとする。なお，放流中表

示板及び河川情報装置の取付金具の仕様については，それぞれ現場調査・強度計算等を行い，適切

なものを選定すること。

（機器個別仕様及び構成）

第１０条 機器の個別仕様及び構成は次によるほか，図面第２号及び第３号に示す構成を見込んでいる。

（１）放流警報設備

ア 放流中表示板

（ア）構造 屋外全天候型

（イ）表示方式 高輝度ＬＥＤバックライト点灯方式

（ウ）筐体寸法 Ｗ１８００ｍｍ×Ｈ８００ｍｍ×Ｄ３００ｍｍ程度（突起部含まず）



（エ）材質 ＳＵＳ３０４もしくはアルミニウム合金

（オ）消費電力 ８０Ｗ程度

（カ）表示文字 「放流中」

（キ）電源電圧 ＡＣ１００Ｖ，１φ

（ク）重量 ６０ｋｇ程度

（ケ）付属品 予備ＬＥＤ電球 一式

取付金具 一式

イ 回転灯制御盤

（ア）構造 屋内壁掛け型

（イ）筐体寸法 Ｗ６００ｍｍ×Ｈ７００ｍｍ×Ｄ２００ｍｍ程度（突起部含まず）

（ウ）機能 機側操作及び接点入力による回転灯・放流中表示板の起動・停止，Ｌ

ＥＤ点灯による動作状態表示，動作状態信号の接点出力

（エ）制御出力 回転灯・放流中表示板点灯，消灯

（オ）警報出力 回転灯故障，放流中表示板故障

（カ）電源 ＡＣ１００Ｖ，１φ

（キ）表示板接続可能面数 ４面

ウ 河川情報装置

「河川情報装置（鉄塔用）」及び「河川情報装置（コンクリート柱用）」の機器仕様は，次に

示すとおりとする。

（ア）構造 屋外全天候型

（イ）表示方式 ３色ＬＥＤ表示方式（縦型）

（ウ）筐体寸法 Ｗ４００ｍｍ×Ｈ１７２０ｍｍ×Ｄ１５０ｍｍ程度（突起部含まず）

（エ）材質 アルミニウム合金

（オ）文字形式 ３２０ｍｍ角，縦５桁（全角文字）

（カ）表示メッセージ 最大４０文字，９メッセージ

（キ）メッセージ表示形式 固定，点滅，交互，スクロール

（ク）表示素子

a 構造LED素子 赤１チップ＋緑１チップ

b 発光色 ３色（赤，緑，橙）

c ドットサイズ φ５．０ｍｍ

d 表示素子間隔 ２０ｍｍ

e 輝度 ２４００ｃｄ／ｍ２程度

f 輝度半値角 ２θ＝１００°（水平），２θ=３０°（垂直）

（ケ）表示文字寸法

a LED配列寸法 縦１６００ｍｍ×横３２０ｍｍ

b 1文字交渉寸法 縦３２０ｍｍ×横３００ｍｍ

（コ）重量 ３０ｋｇ程度

（サ）電源 ＡＣ１００Ｖ，１φ

（シ）消費電力 １２０ＶＡ以下

（ス）付属品 取付金具（鉄塔用またはコンクリート柱用） 一式

エ 河川情報装置制御盤

（ア）構造 屋内防湿型

（イ）形式 壁掛型

（ウ）筐体寸法 Ｗ６００ｍｍ×Ｈ８００ｍｍ×Ｄ２５０ｍｍ程度（突起部含まず）

（エ）材質 鋼板

（オ）表示文字制御 ＲＳ－４２２通信による河川情報装置間の表示制御

（カ）制御出力 河川情報装置点灯・消灯，メッセージ変更，表示方式変更

（キ）外部状態出力 各１点

a 表示中 無電圧ａ接点

b AC100V停電中 無電圧ａ接点

c RS-422通信異常 無電圧ａ接点

（ク）重量 ４０ｋｇ程度



（ケ）電源 ＡＣ１００Ｖ，１φ

（コ）消費電力 ２０ＶＡ以下

オ 卓上表示装置

（ア）用途 河川情報装置の増設に伴い局容量が不足する既設操作卓【河川情報表

示中表示部】の代わりに使用する。

（イ）形式 卓上型

（ウ）筐体寸法 Ｗ５００ｍｍ×Ｈ２００ｍｍ×Ｄ３５０ｍｍ程度

（エ）表示局容量 ２０局

（オ）付属品 接続ケーブル（至既設操作卓） 一式

（２）既設機器改造

ア 正木ダム制御監視装置改造（河川情報装置分）

（ア）第２条（１）に示す各局（以下「河川情報新規設置局」という。）分の印字制御を可能とす

る改造

（イ）河川情報新規設置局分の河川情報装置制御項目（下記a～j）を追加する改造

a 河川情報装置１ ＯＮ

b 河川情報装置２ ＯＮ

c 河川情報装置３ ＯＮ

d 河川情報装置４ ＯＮ

e 河川情報装置５ ＯＮ

f 河川情報装置６ ＯＮ

g 河川情報装置７ ＯＮ

h 河川情報装置８ ＯＮ

i 河川情報装置９ ＯＮ

j 河川情報装置 ＯＦＦ

（ウ）河川情報新規設置局分の河川情報装置監視項目（下記ａ及びｂ）を追加する改造

a 河川情報装置異常

b 河川情報装置 ＯＮ

（エ）河川情報新規設置局分の操作卓制御を可能とする改造

イ 正木ダム制御監視装置改造（放流警報表示装置分）

（ア）第２条（２）に示す各局（以下「放流警報新規設置局」という。）分の印字制御を可能とす

る改造

（イ）放流警報新規設置局分の操作卓制御を可能とする改造

ウ 操作卓改造

（ア）既設操作卓にある河川情報表示中表示の機能を，卓上表示装置に移管する改造

なお，機能移管後は既設操作卓の河川情報表示中表示ランプを全局ブランクとする

エ 棚野ダム制御監視装置改造

（ア）久国局及び中角局分の印字制御を可能とする改造

（イ）久国局及び中角局分の河川情報装置制御項目（下記ａ～ｊ）を追加する改造

a 河川情報装置１ ＯＮ

b 河川情報装置２ ＯＮ

c 河川情報装置３ ＯＮ

d 河川情報装置４ ＯＮ

e 河川情報装置５ ＯＮ

f 河川情報装置６ ＯＮ

g 河川情報装置７ ＯＮ

h 河川情報装置８ ＯＮ

i 河川情報装置９ ＯＮ

j 河川情報装置 ＯＦＦ

（ウ）久国局及び中角局分の河川情報装置監視項目（下記ａ及びｂ）を追加する改造

a 河川情報装置異常

b 河川情報装置 ＯＮ

（エ）久国局及び中角局分の操作盤制御を可能とする改造



（オ）操作盤の局別状態表示部に，久国局及び中角局分の「河川情報ＯＮ」表示を追加する改造

オ 警報局警報装置改造（河川情報装置分）

（ア）河川情報装置の新設に伴い，河川情報装置の制御を可能とする改造

（イ）河川情報装置の新設に伴い，河川情報装置の諸情報を入出力可能とする改造

カ 警報局警報装置改造（放流警報表示装置分）

（ア）放流警報表示装置の新設に伴い，放流警報表示装置の制御を可能とする改造

（イ）放流警報表示装置の新設に伴い，放流警報表示装置の諸情報を入出力可能とする改造

キ 回転灯制御盤改造

（ア）放流警報表示装置の設置に伴い，回転灯制御盤の放流警報表示装置接続可能面数を３面から

４面にする改造

ク サイレン制御盤改造

（ア）放流警報表示装置の設置に伴い，サイレン制御盤の放流警報表示装置接続可能面数を３面か

ら４面にする改造

（保証期間）

第１１条 本設備の保証期間は，引渡完了の日から１年間とし，保証期間内に障害が発生した場合は，無

償で修理または取替を行うものとする。また，特に重大な故障については，本期間後であっても受注者，

発注者協議のうえ無償で修理，交換を行うものとする。

（現場工事一般事項）

第１２条 受注者は，本工事の現場作業の着手に際し，あらかじめ作業手順及び施工方法等について，監

督員と協議を行わなければならない。

２ 現場工事は監督員の指示する期間に行うものとし，機器の据付，試験及び調整は工事に支障を及ぼ
すことのないように適切な処理を行うものとする。

３ 受注者は，現場工事に際し，機器の仕様を熟知した技術員を配置し，この技術員の指導のもと施工

するものとする。

４ 受注者は，本工事に必要な荷受け，仮置等の場所として構内を使用する場合は，事前に監督員の許

可を得て使用し，許可された場所以外を使用してはならない。

５ 現場工事に必要な測定及び調査は，すべて受注者の責任において行い，その不良による手戻りを生

じた場合は，受注者の負担により解決しなければならない。

６ 発注者の設備機器の運転，停止及び操作等は監督員が行うものとする。ただし，監督員の許可を得

た場合はこの限りでない。

７ 受注者は，工事終了後，速やかに工事現場の整理，整頓を行わなければならない。

８ 受注者は，ダム上流域における降雨又はダム放流に伴い作業の延期又は中断を指示された場合，こ

れに従わなければならない。また，事前にこれが想定される場合には監督員と協議を行うこと。

（現場工事詳細）

第１３条 現場工事の詳細は，次の各号に掲げるとおりとし，機器の取付に際しては，風圧，耐震等を充

分に考慮し，強固に設置するものとする。なお，警報局表示設備の設置対象場所については，第２条の

各号に掲げるとおりとする。

（１）正木ダム制御監視装置改造

ア 警報局表示設備の設置に伴う操作卓，各制御部等の改造を行う。

イ 河川情報装置の新設に伴い，既設操作卓【河川情報表示中表示】の局容量が不足するため，卓

上の表示装置を設置し，機能を移管する改造を行う。なお，既設操作卓【河川情報表示中表示】

は全局ブランクとしたのち，未使用とする。

（２）棚野ダム制御監視装置改造

ア 警報局表示設備の設置に伴う操作卓，各制御部等の改造を行う。

イ 既設操作盤【個別状態表示部】に，久国及び中角警報局分の河川情報ＯＮ表示を追加する改造

を行う。

（３）河川情報装置設置

ア 河川情報装置及び制御盤を新設し，警報装置の改造を行う。

（４）放流警報表示装置設置



ア 放流中表示板を新設または増設し，制御盤及び警報装置を改造する。なお，上沖野警報局につ

いては，制御盤の改造は行わずに制御盤の取替を行うものとする。

（５）コンクリート柱建柱

ア 多家良，田浦，丈六及び敷地警報局において，河川情報装置取付用のコンクリート柱を建柱す

る。なお，コンクリート柱を建柱する箇所については，監督員と協議を行い決定するものとする。

（６）各警報局舎配管・配線

ア 警報局表示設備の設置に伴う配管及び配線を行う。

（現場立会検査及び試験）

第１４条 新規に設置する機器の現場立会検査及び試験は，次に掲げる項目について行うものとする。

なお，その結果，不合格と判断されたものについては，速やかに改善又は補充し，再検査等を受けな

ければならない。

（１）試験項目

ア 員数検査

イ 据付及び配線状態検査

ウ 絶縁抵抗試験

エ 動作試験

（２）その他，監督員の指示する項目

（その他）

第１５条 受注者は，本工事の施工に伴い，関係機関に対して手続き等の必要が生じた場合は，必要書類

を作成し，手続き等を行うものとする。



表－１　制御項目・伝送周波数一覧表 1 / 2

正
木
ダ
ム

福
川

上
立
川

中
立
川

下
立
川

横
瀬

棚
野

久
国

星
谷

中
角

今
山

沼
江

長
柱

飯
谷

上
沖
野

下
沖
野

多
家
良

西
原

田
浦

丈
六

SA SA SA SA A SA A SA SA A A SA A SA A SA A SA A A

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 1A 1B 1C 1D 1E 1F 20 21 22 23

● ● ● ●

● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ●

● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ●

個
別

全
局
順
次

ブ
ロ
ッ

ク
順
次

選
択
順
次

全
局
一
斉

個
別

全
局
順
次

(

T
ブ
ロ
ッ

ク
)

全
局
一
斉

(

T
ブ
ロ
ッ

ク
)

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● 〇 ● 〇 ● ● ● ● 〇 ● 〇 〇

● ● ● ● ● ● 〇 ● 〇 ● ● ● ● 〇 ● 〇 〇

● ● ● ● ● ● 〇 ● 〇 ● ● ● ● 〇 ● 〇 〇

● ● ● ● ● ● 〇 ● 〇 ● ● ● ● 〇 ● 〇 〇

● ● ● ● ● ● 〇 ● 〇 ● ● ● ● 〇 ● 〇 〇

● ● ● ● ● ● 〇 ● 〇 ● ● ● ● 〇 ● 〇 〇

● ● ● ● ● ● 〇 ● 〇 ● ● ● ● 〇 ● 〇 〇

● ● ● ● ● ● 〇 ● 〇 ● ● ● ● 〇 ● 〇 〇

● ● ● ● ● ● 〇 ● 〇 ● ● ● ● 〇 ● 〇 〇

● ● ● ● ● ● 〇 ● 〇 ● ● ● ● 〇 ● 〇 〇

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

有 3 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 3 3 3 3 3 3 3 3

制御項目

サイレン１

サイレン２

サイレン３

擬似音１

擬似音２

正木ダム放流警報システム/棚野ダム放流警報システム

200bps、1600Hz

Aブロック(101p)

Bブロック(102p)

Cブロック(103p)

Dブロック(104p)

Eブロック(105p)

Tブロック(110p正木ダム/棚野ダム共有警報局)

システム名称

局名
　　　　　　　　　　　　　　 地域番号：12ｐ(0CH)

　　　　　　　　　　　　　システム番号：11p(08H)

局種(SA:ｻｲﾚﾝ局、A:ｱﾝﾌﾟ局)

系番号

局番(DEC)

局番(HEX)

ブ
ロ
ッ

ク
割

正木ダム 棚野ダム

対象制御方式

回転灯・放流中表示板ON

回転灯・放流中表示板OFF

河川情報装置１ ON

河川情報装置２ ON

河川情報装置３ ON

河川情報装置４ ON

擬似音３

マイク放送起動

放送停止

点検

監視

現局音声発生

強制停止

組合せ制御１

組合せ制御２

組合せ制御３

河川情報装置５ ON

河川情報装置６ ON

河川情報装置７ ON

河川情報装置８ ON

河川情報装置９ ON

河川情報装置 OFF

          数字は送信出力(W)「有」は有線
         「多」は多重 「N」はNTT回線

凡例 〇:新設・更新　●:既設　◎:改造
<対象局・設備>
①河川情報表示装置(新規)：久国、中角、多家良、田浦、丈六、敷地
②放流警報表示板(新規)　：正木ダム、津田
③放流警報表示板(追加)　：棚野、久国、星谷、中角、今山、長住、飯谷、上沖野、
　　　　　　　　　　　　　西原、向江田、大原、大江

備考



表－１　制御項目・伝送周波数一覧表 2 / 2

敷
地

向
江
田

大
原

雑
賀

大
江

津
田

A SA A A SA SA

1 1 1 1 1 1

36 37 38 39 40 41

24 25 26 27 28 29

● ● ● ● ● ●

個
別

全
局
順
次

ブ
ロ
ッ

ク
順
次

選
択
順
次

全
局
一
斉

個
別

全
局
順
次

(

T
ブ
ロ
ッ

ク
)

全
局
一
斉

(

T
ブ
ロ
ッ

ク
)

● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● 〇 ● ●

● ● ● ● ● 〇 ● ●

● ● ● ● ● 〇 ● ●

● ● ● ● ● 〇 ● ●

● ● ● ● ● 〇 ● ●

● ● ● ● ● 〇 ● ●

● ● ● ● ● 〇 ● ●

● ● ● ● ● 〇 ● ●

● ● ● ● ● 〇 ● ●

● ● ● ● ● 〇 ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ●

3 3 3 3 3 3

システム名称 正木ダム放流警報システム/棚野ダム放流警報システム

Eブロック(105p)

Tブロック(110p正木ダム/棚野ダム共有警報局)

制御項目

対象制御方式

局名
　　　　　　　　　　　　　　 地域番号：12ｐ(0CH)

　　　　　　　　　　　　　システム番号：11p(08H)

局種(SA:ｻｲﾚﾝ局、A:ｱﾝﾌﾟ局)

系番号

局番(DEC)

局番(HEX)

ブ
ロ
ッ

ク
割

Aブロック(101p)

Bブロック(102p)

Cブロック(103p)

Dブロック(104p)

サイレン３

擬似音１

擬似音２

擬似音３

マイク放送起動

放送停止

正木ダム 棚野ダム

サイレン１

サイレン２

河川情報装置２ ON

河川情報装置３ ON

河川情報装置４ ON

河川情報装置５ ON

河川情報装置６ ON

河川情報装置７ ON

点検

監視

現局音声発生

回転灯・放流中表示板ON

回転灯・放流中表示板OFF

河川情報装置１ ON

備考

<対象局・設備>
①河川情報表示装置(新規)：久国、中角、多家良、田浦、丈六、敷地、
②放流警報表示板(新規)　：正木ダム、津田
③放流警報表示板(追加)　：棚野、久国、星谷、中角、今山、長住、飯谷、上沖野、
　　　　　　　　　　　　　西原、向江田、大原、大江

組合せ制御３

200bps、1600Hz

          数字は送信出力(W)「有」は有線
         「多」は多重 「N」はNTT回線

凡例 〇:新設・更新　●:既設　◎:改造　

河川情報装置８ ON

河川情報装置９ ON

河川情報装置 OFF

強制停止

組合せ制御１

組合せ制御２



表－２　監視情報一覧表 1 / 1

正
木
ダ
ム

福
川

上
立
川

中
立
川

下
立
川

横
瀬

棚
野

久
国

星
谷

中
角

今
山

沼
江

長
柱

飯
谷

上
沖
野

下
沖
野

多
家
良

西
原

田
浦

丈
六

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 1A 1B 1C 1D 1E 1F 20 21 22 23

点検以上 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

AC100V停電 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

AC200V停電 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

充電器異常 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

音声増幅器１異常 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

音声増幅器２異常

音声増幅器３異常

局舎扉開

河川情報装置異常 ● 〇 ● 〇 ● ● ● ● 〇 ● 〇 〇

スピーカ１異常 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

スピーカ２異常

スピーカ３異常

サイレン異常 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

音声増幅器１ ON ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

音声増幅器２ ON

音声増幅器３ ON

回転灯･放流中表示板ON ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

放流中表示板 ON

子局音声合成 ON

河川情報装置 ON ● 〇 ● 〇 ● ● ● ● 〇 ● 〇 〇

サイレン ON ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

予備

敷
地

向
江
田

大
原

雑
賀

大
江

津
田

1 1 1 1 1 1

36 37 38 39 40 41

24 25 26 27 28 29

点検以上 ● ● ● ● ● ●

AC100V停電 ● ● ● ● ● ●

AC200V停電 ● ● ●

充電器異常 ● ● ● ● ● ●

音声増幅器１異常 ● ● ● ● ● ●

音声増幅器２異常

音声増幅器３異常

局舎扉開

河川情報装置異常 〇 ● ●

スピーカ１異常 ● ● ● ● ● ●

スピーカ２異常

スピーカ３異常

サイレン異常 ● ● ●

音声増幅器１ ON ● ● ● ● ● ●

音声増幅器２ ON

音声増幅器３ ON

回転灯･放流中表示板ON ● ● ● ● ● ●

放流中表示板 ON

子局音声合成 ON

河川情報装置 ON 〇 ● ●

サイレン ON ● ● ●

予備

監視項目

監視項目

凡例 〇:新設・更新　●:既設　◎:改造

備考

<対象局・設備>
①河川情報表示装置(新規)：久国、中角、多家良、田浦、丈六、敷地、
②放流警報表示板(新規)　：正木ダム、津田
③放流警報表示板(追加)　：棚野、久国、星谷、中角、今山、長住、飯谷、上沖野、西原、向江田、大原、大江

凡例 〇:新設・更新　●:既設　◎:改造

備考

<対象局・設備>
①河川情報表示装置(新規)：久国、中角、多家良、田浦、丈六、敷地、
②放流警報表示板(新規)　：正木ダム、津田
③放流警報表示板(追加)　：棚野、久国、星谷、中角、今山、長住、飯谷、上沖野、西原、向江田、大原、大江

システム名称 正木ダム放流警報システム/棚野ダム放流警報システム

局名

系番号

局番(DEC)

局番(HEX)

局番(HEX)

システム名称 正木ダム放流警報システム/棚野ダム放流警報システム

局名

系番号

局番(DEC)


